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町村自治体職員の賃金・労働条件等の改善に関する要請書
　地方分権の推進と地方自治の発展に精力的に取り組まれている貴職に対しまして、心より敬意を表します。
　さて、住民に最も身近な自治体である町村に対して、事務権限および税財源を地方自治体の求めに対応しながら適切に移譲し、基礎自治体として多様化する公共サービスの需要に対応できる体制を構築することが、地方分権を推進し、地方自治を強化、確立するうえで重要です。
　この間市町村合併や地方財政の悪化を契機として、人員削減や賃金・労働条件の切り下げが行われてきました。全国の町村で働く職員は、厳しい状況とも向き合いながら、住民ニーズに応える公共サービスの充実に向けて、日夜奮闘しているところです。しかし、それを担う町村職員の労働条件は、国や県・市と比べて全般的に低い水準にあります。
　昨年3月11日におきた東日本大震災においては、延べ２万人の自治労組合員が被災地支援にあたりました。被災自治体・支援自治体ともに人員不足が浮き彫りとなり、緊急時対応に求められる職種の維持やノウハウの蓄積を含めた人員確保の必要性が明らかとなりました。
　町村職員の労働条件の改善と人員確保をはかることにより、安心して職員が職務に専念できる職場環境を整備することは、各町村における公共サービスを充実するうえで不可欠であると考えます。

　つきましては、下記の要請事項に対して積極的な対応をされるよう要請いたします。
記
１．町村における行政サービス水準の安定と向上のために人的資源の確保をはかること。 とりわけ東日本大震災による被害が甚大だった岩手・宮城・福島をはじめ被災県については、早期の復興に通じる措置を講じること。 
２．地方公務員の新たな労使関係制度について、国家公務員制度改革基本法の内容・趣旨を踏まえ、積極的に対応すること。
３．　町村職場における男女間の賃金や待遇の格差に関する実態を明らかにし、その解消に向けた施策を推進すること。
４．町村の臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件の改善、雇用安定につとめること。
５．段階的定年延長に関わって、地方自治体において、当該自治体町村職員の実情を考慮しつつ国に遅れないよう導入すること。
６．自治体職員の身体的・精神的負担の増加が大きな問題となっていることから、町村職場における安全衛生体制の確立、メンタルヘルス、過重労働対策の充実をはかるとこと。
以　上
